
２ 自転車施策の展開方向

「めざす姿」の実現に向け、「高まる安全性」、「深まる安心感」、「広がる自転車」の３つ

の視点に立ち、自転車の利用拡大に向けた事業展開を図る。

高まる安全性

展開方向１ ： 安全に自転車を利用するための交通ルールと安全教育の徹底

交通安全教室の実施などにより、交通ルールやマナーの周知徹底を図り、安全に

自転車を利用できる北海道の実現をめざす。

現 状

○ 自転車乗車中の被害の交通事故については減少傾向で推移している一方、自

転車が第１当事者（加害者）となった交通事故は増減を繰り返している。

○ 道交法改正により、ヘルメット着用努力義務化やながらスマホ、酒気帯び運転

などに対する罰則規定などが整備された。

○ 自転車交通安全教育（交通安全教室や講習等）は、小中高生を中心に多数の自

治体で実施されているが、実施率や内容に地域差がある。

○ 自転車乗車中に死亡した人の約半数が頭部に致命傷を負っており、ヘルメット

未着用者の致死・重傷率は着用者よりも高い傾向が見られる。しかし、本道のヘ

ルメット着用率は全国平均を下回る低水準であり、特に小学生・中学生の着用率

は全国平均を大きく下回っている。

課 題

○ 自転車に関する交通ルールの徹底と安全教育の強化が必要である。

○ 道交法改正で「ながらスマホ」が新たに罰則の対象として明確化されたほか、逆

走、イヤホン使用、傘差し運転、無灯火、信号無視、一時不停止といった違反が反

則金の対象とされたことから、制度の周知が必要である。

課 題（つづき）

○ ヘルメット着用の重要性は極めて高く、世代に応じた啓発を通じて、ヘルメット着

用の定着を図る必要がある。

主な取組

○ 道交法改正に伴う罰則及び交通ルールの周知徹底

・ 道交法の改正により禁止行為とされた「ながらスマホ」「イヤホン使用」「傘差し

運転」や、逆走・信号無視などの通行区分違反について、包括連携企業や関係

機関と連携し、周知徹底と啓発に努める。

・ 「青切符制度」により反則金の対象となる違反について、包括連携企業や関係

機関と連携し、広く周知を図ることで事故抑止につなげる。

・ 自治体・教育機関・地域団体と連携し、SNSやホームページ、交通安全イベント

を活用して、若年層から高齢者まで理解しやすい形で情報発信。

・ 毎月第１、第３金曜日の「自転車安全日」等において、街頭活動を通じた啓発

を実施するとともに、ホームページ

やSNSを活用し、幅広い層に向け

た情報発信に取り組む。
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主な取組（つづき）

○ 小中高生向けの交通安全教育の強化と推進

・ 関係機関と連携し、高校生を対象に交通事故の実態、ヘルメットの着用及び保険

の加入に関する出前講座を実施することで、若年層への理解促進と意識向上を図

る。

・ 小・中・高生の発達段階に応じた交通ルールの理解促進など、交通安全教育の推

進を図るとともに、学校安全の充実に向けた関係機関との会議を実施する。

・ スタントマンが交通事故をリアルに再現するスケアード・ストレイト教育技法を用

いた自転車教室を実施し、自転車の安全利用に対する意識向上を図る。

・ 自転車シミュレーター等を活用し、危険予測能力やルール遵守の重要性を体験的

に学べる機会を提供する。

○ ヘルメットの着用促進と習慣化

・ 交通安全街頭啓発や各種イベントにおいて、ヘルメット着用の促進に向けた普及

啓発活動を実施する。

・ 小・中・高生の発達段階に応じた自転車利用時のヘルメット着用の啓発を通じて、

着用促進と習慣化を図るとともに、交通安全教育の推進に取り組む。

・ 毎月第１、第３金曜日の「自転車安全日」等において、ヘルメット着用の促進と習慣

化を含めた街頭啓発活動を実施するとともに、ホームページやSNSを活用し、幅

広い層に向けた情報発信に取り組む。

・ ヘルメットの着用効果について科学的データに基づき、SNSやホームページ、交

通安全イベントを活用して、若年層から高齢者まで幅広い層に向けた情報発信を

行い、理解促進を図る。

深まる安心感

展開方向２ ： 安心して自転車を利用できる通行空間等の整備

自転車の利活用を促進するため、安心できる走行環境や通行空間の整備を推進

し、適切な維持管理を行うとともに、損害賠償保険等への理解促進と未加入者への

加入促進を通じて、道民が安心して自転車を利用できる北海道の実現をめざす。

現 状

○ 「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」の改定が行われ、面的な自転

車ネットワーク計画の策定方法や通行空間の設計手法が新たに示された。

○ 本道では大規模な自転車道の整備が進められ、適切な維持管理が行われてい

る。

○ 矢羽根型路面表示などを活用した自転車通行空間の整備が、都市部・地方部を

問わず進められており、整備後の空間については適切な維持管理も行われてい

る。

○ 都市部では、矢羽根型路面表示などによる通行空間の改善により、自転車の車

道通行率が整備前と比べて上昇するなど、利用者の行動変化が見られている。

○ 自転車事故をめぐる損害賠償額は高額化している。

○ 道では、条例により自転車損害賠償保険等への加入の努力義務を定めている

が、自転車損害賠償保険等への加入率は全国平均より大きく下回っている。

○ 損害賠償保険等については、自動車保険や火災保険の特約として付帯されてい

る場合もあるが、加入者が特約の内容を十分に理解しておらず、加入状況を把握

していないケースも少なくない。
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課 題

○ 道内市町村における自転車ネットワーク計画の策定状況は低調であり、計画策

定の推進と計画に基づく通行空間の整備・維持管理を行う必要がある。

○ 自転車通行空間の整備状況には地域差があるため、道と市町村が連携し、本道

の広域性や地理的特性を踏まえた面的な自転車ネットワークの整備の推進が必

要である。

○ 自転車損害賠償保険等への加入促進や加入状況の把握に向けた周知徹底が必

要である。

主な取組（つづき）

○ 安全で安心な自転車道を含む通行空間の整備推進、適切な維持管理

・ 市町村が策定する自転車ネットワーク計画に基づき、矢羽根型路面表示などの自

転車通行空間の整備を推進。

・ 自然公園、名勝、観光施設等を結ぶ大規模自転車道の整備を推進するとともに、

地域の魅力発信や自転車利用の促進に取り組む。

・ 整備した自転車通行空間の適切な維持管理。

・ 「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」に基づき、道路形状や交通量、

周辺環境に応じた設計手法を適用した自転車通行空間の整備を推進。

・ 国、市町村及び道が連携し、自転車通行空間の整備に向けた技術的な情報提供。

○ 損害賠償保険等への理解及び加入促進

・ 北海道自転車条例に基づく加入努力義務の周知を強化するとともに、保険加入

の重要性について広く周知を図る。

・ 高額化する損害賠償事例を踏まえ、保険加入の必要性や安心感を具体的に示す

広報活動の展開。

・ 自動車保険・火災保険の特約での付帯状況について、加入者が容易に確認できる

方法を関係団体と連携して検討。

・ 学校や地域団体と協力し、児童・生徒などの若年層や家庭への啓発活動の推進。

TSマーク（自転車向け保険）

主な取組

○ 市町村自転車ネットワーク計画策定の促進

・ 市町村自転車ネットワーク計画の策定状況等を把握し、未策定の市町村に対し

て、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を活用し、計画策定によ

るメリットの周知及び策定の促進。

・ 市町村自転車ネットワーク計画の策定を推進し、広域的な観点から関係機関と

連携の上、隣接市町村間におけるネットワークの連続性の確保・推進を図る。
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広がる自転車
展開方向３ ： 健康・環境・観光・災害時に資する自転車利用の促進

あらゆる世代の健康づくりや環境負荷の低減、道内観光の活性化、さらには災害

時の移動手段としても効果的な自転車の特性を活かし、安全・安心な利用の促進、

SDGsに資する取組、シェアサイクルの普及、多様なサイクルツーリズム環境の整備

を通じて、自転車の利活用が日常に根づく北海道の実現をめざす。

現 状

○ 本道においては、日常生活における交通手段として自転車を利用している人の

割合は、全国平均を下回っている。

○ 健康志向の高まりに加え、自転車道を含む通行空間の整備が進んできたことか

ら、日常的な健康づくりやレクリエーション目的として自転車を利用する人も多い。

○ 日常生活における自転車の利用は、温室効果ガスの排出を抑え、環境負荷の低

減に大きく貢献しており、SDGs（持続可能な開発目標）の達成にも寄与する。

○ 「トカプチ400」がナショナルサイクルルートに指定されたことを契機に、地域資

源を活かした質の高いサイクルツーリズムの提供に向けて、多角的な取組が展開

されている。

○ 道では「北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度」を創設し、その認定分

野にサイクリングも位置づけ、専門的なガイド人材の育成とサービスの質向上を

図っている。

○ 都市部や観光地ではシェアサイクルの導入が進み、移動手段としての利便性を

活かした観光利用が増加しており、地域の回遊性向上や脱炭素社会の実現にも寄

与している。

○ 自転車は災害時には被災地での小口物資の輸送や情報伝達など、柔軟かつ迅

速な対応が可能な手段として、全国的に注目されている。

○ 「北海道自転車活用等推進連携会議」等の開催により、関係機関及び団体と連携

を図りながら施策を推進している。

課 題

○ 自転車利用を促進するための環境整備や意識醸成が十分とは言えず、利用促進

に向けた取組の強化が必要である。

○ 運動・レクリエーション目的での利用に対応した環境整備や情報提供など利用者

ニーズに応じた取組の強化が必要である。

○ 自転車の環境的な価値や社会的意義についての理解が十分に広がっておらず、

日常生活での利用促進に向けた啓発や支援の強化が必要である。

○ サイクルツーリズムの質向上に向けた取組が進められている一方で、地域ごとの

受入体制や情報発信、ガイド人材の確保にはばらつきがあり、道内全体での魅力

的なサイクルツーリズムの展開には課題が残っていることから、地域資源の磨き

上げと人材育成、広域連携による情報発信の強化が必要である。

○ シェアサイクル等については、地域の特性に応じた交通手段として活用するため、

誰もが安心して利用できる環境の整備や、観光資源との連携強化が必要である。

○ 災害時の移動手段としての自転車について、一般的な認識が低く具体的な備え

も不十分であるため、有効性の周知と具体的な対応の促進が必要である。

○ 道内市町村における自転車活用推進計画の策定状況は、令和7年３月末現在17

市町村と低調である。
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主な取組

○ あらゆる世代の健康増進に資する安全で安心な自転車利用の促進

・ 健康を維持するための運動量の確保や、運動習慣定着化のための手段とし

ての自転車利用に関する情報提供。

・ 日常生活における身体活動量の増加や健康的な生活習慣の維持に寄与する

ことについて、広報等の啓発を通じて道民に周知。

・ 環境・観光・教育等の関連分野の取組と連携しつつ、結果として道民の健康

づくりにも資する安全・安心な自転車利用の促進を図る。

・ 年代に応じた自転車の安全教育・マナー啓発を通じて、安心して自転車を活

用できる環境づくりを進め、その結果として日常的な身体活動機会の拡大に

つなげる。

・ 福祉分野と連携し、自転車の安全利用を通じた生活機能維持や社会参加の

促進を図る。

○ 環境負荷の低減とSDGs達成に貢献する自転車利用の促進

・ 市町村が策定する自転車ネットワーク計画に基づき、矢羽根型路面表示な

どの自転車通行空間の整備を推進。【再掲】

・ 自然公園、名勝、観光施設等を結ぶ大規模自転車道の整備を推進するとと

もに、地域の魅力発信や自転車利用の促進に取り組む。【再掲】

・ ゼロカーボン北海道の実現に向け、省エネや自転車・公共交通機関の利用な

ど、出来ることからゼロカーボンの取組を実践していく「ゼロカーボン北海

道チャレンジプロジェクト」を広く呼びかけ、脱炭素型ライフスタイル・ビジネ

ススタイルへの転換を促進。

○ 多様なサイクルツーリズム環境の整備と促進

・ アドベンチャートラベル推進の一環として、海外旅行会社等を対象とした

FAMツアーの開催や旅行博への出展等を通じて、サイクリングを含むアウ

トドアアクティビティやアドベンチャートラベルのツアーに対する認知度向

上や誘客促進を図る。
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主な取組（つづき）

・サイクリング分野を含む北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度の運営を

通じて、地域におけるガイド人材の育成と受入体制の整備を図る。

・ ナショナルサイクルルート「トカプチ400」など、道内各地のサイクルルートを活かし

た広域的なサイクルツーリズムの推進に向けて、関係機関との連携・協働を進める。

・魅力的な情報発信や受入環境の整備を進め、国内外のサイクリストなどが安心し

て楽しめる環境を形成。

○ シェアサイクルの利用拡大による自転車利活用の促進

・ 都市部や観光地で進むシェアサイクルの取組を地域間で展開し、より多くの地域に

おける活用の促進を図る。

・公共交通や観光資源と連携させた利便性の高いシェアサイクルネットワークを構築。

・シェアサイクル利用者に対し、安全利用に関する周知を徹底し、安心して利用できる

体制を整備。

○ 災害時の自転車活用に向けた啓発

・災害時における自転車の有効性（小口物資輸送、情報伝達など）を広く周知。

○ 市町村自転車活用推進計画策定の促進

・各市町村における自転車活用推進計画の策定を促進し、道全体としての一体的な

推進を図る。

・災害時における自転車の活用を位置づけた自転車活用推進計画の策定の促進。


